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日本化学工業協会会長　藤吉建二
　平成２４年の新春を迎え、謹んで新年のお慶びを申し上げます。

　昨年は、化学業界のみならず、日本全体にとって激動の年でした。東日本大震災発生から、１０ヶ月が経過しています。化学業界も様々な形で支援を継続していますが、一日も早い復旧を祈っております。震災や原発問題、節電、放射線風評被害、サプライチェーンの確保、さらに大変な円高の定着など実に多難な年でした。
　こうした中で、年末には政府から税制改正大綱が出され、「ナフサ等原料非課税措置」が実質的に恒久化措置となったこと、「法人税の実効税率」についても、３年間の復興特別法人税はあるものの引き下げが実現したことは、明るい材料です。特に、「ナフサ等原料非課税措置」は、永年の課題で３年間の活動で漸く決着したものであり、関係各方面のご支援、ご尽力に感謝申し上げます。一方、エネルギー政策の全体像が不明確な段階で「温暖化対策税」が創設されたことは、事業環境のイコールフッティングを損なうものであると考えます。
本年も、激しい円高が続く一方、欧州の経済不安や中国の動向も不透明で、先が見通せない厳しい状況が続くと思われます。こうした中でも、化学業界はいろいろな課題に果断に立ち向かっていかなければなりません。
　まず、本年は国連で定めた世界エネルギー年(International Year of Sustainable Energy for All)であり、エネルギー問題にとって重要な年となります。国内では、本年夏を目途にエネルギー政策の見直しが取り纏められる予定です。事業環境のイコールフッテイング確保のため、エネルギー関係で不公平な負担を負わされることのないよう、化学産業の貢献を訴えていく必要があります。
　また、１９９２年の国連開発環境会議（リオサミット）から２０年が経過し、６月に「リオ＋２０」の国際会議、９月には第３回の国際化学物質管理会議（ＩＣＣＭ－３）が予定されています。化学品管理の面でエポックメーキングな年で、各国の取り組みが今まで以上に着目されますので、化学物質の安全確保を積極的に推進していくことが重要となります。
本年は、社会保障と税の一体改革やＴＰＰ参加交渉等、日本の「覚悟」が問われる年です。化学産業も、厳しい国際競争の中で活発に事業を展開・拡大していくことが求められます。
　厳しい環境の中で、将来に向けて大きく転換していけるのも化学の力です。化学産業がマザーインダストリーとして、新しい製品を生み、新しい社会を創り出していく年としたいと存じます。
　この１年が、化学業界にとって、新しい転換の時となり、実り多き年になりますよう祈念申し上げます。
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